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東アジア地域における内生的成長モデルの適合性に関する検証

一一時系列データによる実証分析一一

野 田 英 雄＊

1 はじめに

1980年代の半ば以降， Romer(1986）とLucas(1988）の研究を契機として内生的成長理論の様々な

モデルが展開されてきた。内生的成長理論では，動学的一般均衡モデ、ルの枠組みのもとで経済の長期

成長率をモデルの中で内生的に決まる変数によって規定し，国家聞の長期に及ぶ成長率格差がその変

数によって説明できるかどうかを検討する。現在においても内生的成長理論に関する研究は，マクロ

経済学の中心的分野のーっとして発展過程にあり，関連する文献は膨大な数に達している。

ところで，これまでの内生的成長モデルの多くは，ソロー・モデルやキャス＝クープマンス型モデ

ルと異なり，「政府の政策によってコントロール可能な政策変数の恒久的変化が一人当たり経済成長率

に対して恒久的な影響を及ぼす」という共通の特徴を有している。このことは，具体的な例を挙げて

説明すれば次のようなことである。持続状態（SteadyState）における一人当たり経済成長率は，た

とえば，人的資本の蓄積を伴うモデル（Lucas(1988), Azariadis and Drazen (1990）等） υにおい

ては人的資本蓄積率に， R&Dに基づく技術進歩モデル（Romer(1990), Grossman and Helpman 

(1991）等）ではR&D労働量判こ対してプラスに依存する形で表される。そして，人的資本蓄積率や

R&D労働量は，モデルにおいて政府による課税や補助金政策を通じて成長率に影響を与えることが

可能な変数である。また，よく知られているように成長率に影響を及ぽすこれらの変数は，（特に戦後

データについて注目すると）欧米の先進国はもとより，近年，成長の著しい東アジア諸国においても

概ね通時的な上昇傾向を示している。 3）したがって，内生的成長モデルが現実の経済を反映しているな

らば，各国の一人当たり経済成長率データも恒久的な上昇傾向を示すはずである。

このような内生的成長モデルの特徴を経済成長率の時系列データから判断するには，そのデータが

定常過程か非定常過程（特に単位根を持つ）かを単位根検定と呼ばれる手法に基づいて検討すればよ

い。定常過程ならばモデル内で何らかの政策変数の変動（ショック）が生じても，それが経済成長率

* E-mail: noda@en.kyushu-u.ac.jp 
1）実証分析における人的資本の代理変数として「様々な段階における学校教育の平均年数」，「政府教育支出J等が通常
よく用いられている。この点に関する議論については， Barroand Sala-i-Martin (1995), 外谷（1998）等が詳しい。
2）これは「R&D部門に振り向げられる労働力のシェアjあるいは「総労働量Jとの関係に置き換えて解釈することも
できる。

3）図1では，人的資本の代理変数として「25歳以上の人の平均的教育年数」の5年間隔の離散型時系列データを示して
いる。データの対象国は，香港，インドネシア，日本，マレーシア，シンガポール，韓国，台湾，タイの 8ヵ国である。

ただし，日本の1950年から1960年の間だけ例外的に10年の間隔があることに注意を要する。この表から各国の平均的教
育年数の大まかな上昇傾向，すなわちプラスの人的資本蓄積率が確認されるであろう。
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に及ぼす影響は一時的なものであり長期に渡って続くことはない。つまり，定常な時系列であれば，

経済がその長期均衡から乗離したとしても早晩また元の水準に戻ってしまうのである。他方，非定常

過程（より具体的には経済成長率が単位根を持つ）ならばモデルに与えられたショックは経済成長率

に対して恒久的な効果を持つ。すなわち，経済成長率のデータから単位根の存在が確認されれば，内

生的成長モデルはデータ（あるいは推定結果）と整合的であるとみなすことができる。

さて，種々の内生的成長理論のモデルに対する現実的妥当性を時系列分析の手法により実証的に検

証した先行研究としては， Jones(1995), Kocherlakota and Yi (1996），北坂（1997）等が挙げられ

る。ただし，これらの文献においては，検定で用いられるモデルの選択基準およびラグ次数の決定の

仕方等について厳密性に欠ける所があり，また分析の対象も主に欧米の先進国に限定されている。そ

こで，本稿ではWorldBank (1993）によって東アジア諸国のうち「高いパフォーマンスを示している

経済・地域（High-PerformingAsian Economies : HPAEs）」に分類されている 8ヵ国一香港，イン

ドネシア，日本，マレーシア，シンガポール，韓国，台湾，タイーを分析対象として，より厳密な手

法のもとで上記の内生的成長モデルの特徴の時系列データによる検証を試みる。したがって，本稿は

上記の先行研究を補完するものとして位置づけることができょう。

以下，本稿の構成は次のようになっている。まず，第2節では本稿で採用する単位根検定の手法に

ついて詳細に解説する。次に，第3節では実証分析において用いられるデータの出所や加工方法等に

ついて言及する。第4節では検定の結果を提示し，その評価を行う。第5節では前節の評価を踏まえ

て結論を述べる。また，補論として第6節では検定の際に適用した一部の推定式の導出過程が示され

る。

2 分析方法

単位根の検定方法として種々のものがあるが，通常よく使われる手法として， Dickeyand Fuller 

(1979), (1981）によって提案された「ディッキー＝アラー検定（Dickey-FullerTest, DF）」，「拡張

されたディッキー＝アラー検定（AugmentedDickey-Fuller Test, ADF) J，および、Phillips(1987), 

Phillips and Perron (1988）によって提案された「フィリップス＝ペロン検定（Phillips-PerronTest, 

PP）」が挙げられる。 4）ここで， ADF検定はDF検定を修正したものであるが，それは大まかに述べる

と以下のようなことである。

DF検定の場合，検定の対象となる時系列データ｛yt｝に対して次の3種類のモデルが用いられる。 5)

Llyt＝ρYtー1+Ut, (2.1) 

Llyt＝α＋ρYt-1 + Ut, 
Llyt＝α＋ηt＋ρYt-1 + Ut. 

(2. 2) 

(2. 3) 

ここで， tはタイムトレンド， α，q，ρは未知ノfラメータであり， Utは撹乱項を表している。ただ

し， Utは互いに独立で平均O，均一分散σ2をもっ同一の分布に従う。つまり a～iid(O，σ2）と仮定さ

4）単位根検定に関する近年の発展については，たとえばMaddalaand Kim (1998）を参照せよ。
5）ただし，どのモデルを使うべきか明確な選択基準はない。
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れている（ここで， iidはindependentlyand identically distributedの略である）。 6）しかし一般的に

経済時系列データについて，撹乱項が自己相関している可能性の高いことが知られている。そこで，

上式における撹乱項が定常なAR(p）モデル

Ut＝ゆ1Ut-1＋ゆ2Ut-2＋…＋cppUtーρ＋εt(p=l, 2，…）， (2. 4) 

に従うケースを考えてみよう。ただし， εt～iid(O, O"~） ある。このような場合には， DF検定に際し

て用いられる回帰モデルの右辺にラグ付き被説明変数の項を追加的に含めることによって，検定に用

いられるモデルが修正される。つまり，

ρ 

Llyt=f3ytー1+ ~ 6;L1Yt-i＋εt' 
p 

Llyt = μ + f3Ytー1＋呂6;L1Yt-i＋εt,
p 

Llyt＝μ＋δt+ f3Yt-I ＋呂6;L1Ytt十εt'

(2. 5) 

(2. 6) 

(2. 7) 

が単位根の検定に際して用いられる。 7）すなわち，これらの検定式を用いて単位根検定を行う方法が

拡張されたデイツキー＝フラー検定である。以下において， Z::f=lθ；LlYt-iをディッキー＝アラー検定の

モデルに追加された項という意味で拡張項と呼ぶ、ことにしよう。

本稿では，撹乱項に関する仮定の一般性という観点、からADF検定8）とpp検定を採用する。

まず， ADF検定について本稿では， Campbell and Perron (1991), Doldado, Jenkinson and 

Sosbvilla-Rivero (1990）と基本的に同様の手続きに従って行う。 9)

いま，分析対象となる時系列データ｛め｝に対して次のようなモデルを考えよう。

ρ 

Llyt =μ+at + f3Yt-I + 玄B;LlYt-i ＋εt・ (2 .8) 

ここで， tはタイム・トレンド，凸は撹乱項， μ， o, /3, 6；は未知パラメータである。先に述べた
ように，凸～iz"d(O,(JDと仮定されていることに注意しよう。以下，（2.8）式をモデルIと呼ぶことに
しよう。検定の手順は以下の通りである。

6）この条件のもとでaは強ホワイト・ノイズであるとも言う。
7）補論において，これらの式の導出過程が示されている。

8）ここで考察するADF検定は t値タイプのものであるが， F値タイプのものもある。 F値タイプの方法についての解
説としては，たとえば山本（1988),Maddala (1992), Greene (2000）等を参照せよ。
9) 先にDF検定とADF検定で3種類のモデル用いられることを述べたが， pp検定においても，分析者は回帰モデルの
選択（定式化）という問題に直面する。つまり，回帰式の設定に際して，次の3つの選択肢からモデルのタイプを決め
なければならない。

1 .定数項を含める。
2.定数項とトレンド項を含める。
3 . （定数項とトレンド項の）どちらも含めない。

以下で示すように，推定する回帰モデルのタイプに応じて帰無仮説のもとでの検定統計量の分布も異なってくるの

で，回帰式を適切に定式化することは極めて重要である。現在のところ，検定に際してどのモデルを使うべきか確定的

な選択基準はないが，ひとつの方法として，以下で述べるような方法が通常よく用いられている。
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step 1 

拡張項のラグ次数pを選択するo10）ラグ次数を決定する際の基準として本稿では，以下の方法を用い

る。11）まず，ラグ次数を10次から始めて順番に減らしてその都度モデルIをOLSで推定する。そして，

L1Yt-iの係数推定値より導かれた t値を標準正規分布に基づいて有意性検定を行い， 10%有意水準

で有意となるところの次数を選択する。 12)

step 2 

step 1の推定結果から得られる βの推定量（／］）の t値により，単位根検定をFuller(1976）の表

8.5.2に基づいていて行う。同帰無仮説Hoと対立仮説H1は，それぞれ次のように与えられる。

Ho：β＝0, H1: /3くO

もし，帰無仮説が棄却されれば，めは確定的トレンド回りの定常過程（トレンド定常過程）と判断

される。

step 3 

帰無仮説を棄却できない場合には，母集団回帰式（モデル I)の定式化が正しいか否かを調べるた

め， Dickeyand Fuller (1981）の表IIIを用いてトレンド項 δの有意性検定をおこなう。同帰無仮説

と対立仮説はそれぞれ次のように与えられる。

Ho: o=O(givenβ＝0), H1：δ宇o

step 4 

もしトレンド項が有意であれば（帰無仮説が棄却されれば），モデルIのβの推定量の t値を標準正

規分布に基づいて仮説検定を行う。 15)

帰無仮説と対立仮説は，それぞれ次のように与えられる。

Ho：β＝O, H1: /3くO

もし，帰無仮説が棄却されれば， Ytは定常過程と判断される。もし，帰無仮説が棄却されなければ

10）実証分析において，しばしば問題となるのは「いかにして適切なラグ次数を決めるか」ということである。次数が高

すぎると検定の検出力J 席無仮説が誤っている時に，正しく帰無仮説を棄却する確率ーが低下し，逆に次数が低すぎる

と検定のサイズにバイアスが生じることが知られている。詳しくは山本（1988）を参照せよ。
11）本稿で採用する方法の他にも通常よく用いられる方法として次のようなものがある。

1.ラグ付き階差項（拡張項）の最大次数を適当な（短めの）次数からスタートして，その都度残差項の自己相関の検
定を行う。もし自己相関があると判断されれば，自己相関が無くなるまで次数を増加させていく。
2.ラグ付き階差項（拡張項）の次数を赤池の情報量基準（AkaikeInformation Criterion AIC）やシュワルツの情
報量基準（SchwarzBaysian Information Criterion, SBIC）等の’情報量基準に従って決める。
12）もし拡張項の次数を 1まで減らしても係数推定値が有意とならず，したがって次数Oを選択する場合， ADF検定の
モデルの形は， DF検定のそれに等しくなる。すなわち， DF検定はADF検定における拡張項の次数がOの場合の特殊
ケースとみなすことができる。

13）帰無仮説のもとで， βの推定量のt値は通常のt分布（大標本では正規分布）に従わず，少しマイナス方向に寄った
特殊な分布に従うとが知られている。したがって，通常のt分布に基づいて検定をおこなうと帰無仮説を過剰に棄却す
る可能性が高い。また，通常の t検定であればt分布表は回帰式の決定項（定数項とトレンド項）の定式化に依存しな
いが，単位根の検定においては決定項の定式化の相違によって用いる分布表が異なってくるのでこの点に注意が必要

である。したがって，得られた t値を適当な表を用いて検定する必要がある。
14）上記に述べたFuller(1976), Dickey and Fuller (1981）の表は，山本（1988）等多くのテキストに掲載されている
ので当然それらを利用しでもよい。
15）真のモデルが定数項やタイム・トレンドを含まなければ，単位根検定の検定統計量はDickeyand Fuller (1981）の
分布表に従うが，真のモデルに定数項またはタイム・トレンドが含まれるのであれば，単位根検定を標準正規分布に基
づいて行うことができる。



東アジア地域における内生的成長モデルの適合性に関する検証

Ytは単位根をもっと判断される。いずれの場合も検定は終了するo

step 5 

もし， トレンド項が有意でなければ，次の回帰式を考える。
p 

,(Jyt = μ+ f3Ytー1+ ・iJJi,(JYt i＋εt 

- 73 

(2. 9) 

以下，（2.9）式をモデルIIと呼ぶことにしよう。そこで，モデルIIに基づいて単位根検定を行う。

推定方法はモデルIの場合と同じくOLSで，モデルIIを推定して得られる βの推定量の t値により

単位根検定（β＝Oの検定）をFuller(1976）の表8.5.2に基づいて行う。帰無仮説と対立仮説は，そ

れぞれ次のように与えられる。

Ho：β＝0, H1 : /3くO

このとき，帰無仮説が棄却されれば釣は定常過程と判断され，検定は終了するo

step 6 

帰無仮説が棄却されなげれば，回帰式の定式化の検定を定数項μ＝0について行う。これにはDickey

and Fuller (1981）の表Iを用いる。帰無仮説と対立仮説はそれぞれ次の通りである。

Ho : μ=O(givenβ＝0), H1: μ宇O

step 7 

もし， μが有意であれば（帰無仮説が棄却されれば）' /3=0の有意性検定を標準正規分布表を用いて

行う。帰無仮説と対立仮説はそれぞれ，

Ho: /3=0, H1 ：βくO

である。帰無仮説が棄却されればめは定常過程と判断される。他方，帰無仮説が棄却されなければ

めは単位根をもっと判断される。いずれの場合も検定は終了する。

step 8 

もし， μが有意でなければ次の回帰式を考える。

ρ 

,(Jyt ニ f3Yt-1十~ (Ji,(]Yt-i＋εt・ (2 .10) 

以下，（2.10）式をモデル皿と呼ぶことにしよう。そこで，モデル凹に基づいて単位根検定をおこな

う。すなわち，モデルIIIをOLS推定して 3の推定量の t値により /3=0の検定をFuller(1976）の表

8.5.2を利用して行う。帰無仮説と対立仮説は，それぞれ次のように与えられる。

Ho：β＝O, H1: /3くO

帰無仮説が棄却されればめは定常過程と判断される。他方，帰無仮説が棄却されなければめは単位

根をもっと判断される。いずれの場合も検定は終了する。

次にpp検定の手順について述べることにしよう。 16)pp検定における回帰モデルは，

,(Jyt= μ＋δt + f3Yt-l + Vt, (2 .11) 

と定式化される。以下で，（2.11）式をモデルWと呼ぶことにしよう。

ところで，もし回帰モデルにおける撹乱項を生成している確率過程について定式化の誤りがあっ

16) pp検定について，より詳細な議論としてはHamilton(1994), Ender (1995）等を参照せよ。また， pp検定におい
ても先に述べたADF検定の場合と同様に，回帰式のモデルに関する選択の問題がある。
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た場合，推定量の効率性に重大な損失を被ることが容易に推測される。このことを考慮、して， pp検

定ではDF検定行う際の回帰式に現れる撹乱項の定式化に対して， ADF検定の場合よりも緩い制約

をおく。すなわち， ADF検定ではDF検定行う際の回帰式に現れる撹乱項に自己回帰型の系列相関を

仮定したが，以下で行うpp検定では，より一般的に撹乱項がARMAモデルに従うことを想定する。

ただし， モデルWにおいて，撹乱項 Vtは必ずしも定常である必要はないが，

T 

Iim呂E(vt2）ニ ro,
T-oot=l 

(2 .12) 

I T ¥2 

lim r-1E( 忍Vt Iニ 112’ (2 .13) 
T-oo ¥t=l I 

となる定数 γ。と 112が存在するという仮定が必要である。ここで， ADF検定では検定式の右辺に

(DF検定からの式変形の結果として）拡張項を加えることによって撹乱項（DF検定の回帰式に現れ

る Ut）の自己相関の問題を解決し，正しい検定統計量が得られことを想起しよう。これに対して，

pp検定ではモデルWのもとで，ラグ付き被説明変数の係数推定量 βのt値について， Neweyand 

West (1987）の方法に基づいて的に関する自己相関を考慮、した修正を行うことにより，正しい検定

統計量 lppを導くのである。すなわち， ADF検定において，検定統計量は推定回帰式のラグ付き被説

明変数に関する t値であるが， pp検定において検定統計量としての t値，つまり恥は次のように

定義された式から導かれる。 17)

lo由＝盆主－ T3(X2ヴ 0)
,,,, 11 4/3Dx言δfJ.

(2 .14) 

ここで， tpはdのt値を表し，

ぞれ，

れは回帰の標準誤差である。また， li,112, Dxについてはそれ

T 

rJ・ニy-i 豆 vtflt-j (j=O, l, 2, …） 
t=J+l 

X2= ro+2土（1---=1-) y I j=I＼ αT l JI i, 

Dx=Det(X' X), X =(l, t, Yt-1), 

と定義されている。 18)

(2 .15) 

(2 .16) 

(2 .17) 

ところで， ［ppは漸近的にADF検定における検定統計量と同一の分布に従うことが知られている。

よって， pp検定の手順は， ADF検定のモデルから拡張項あるいはラグ付き階差項を除いた式（つま

りモデルN）をまず推定し，その後はADF検定におけるstep2以下の手順に従えばよい。その際，

ADF検定のモデルIIとモデル凹に対応する式は，それぞれ次のように与えられる。

.dyt＝μ＋βYt-1十Vt,

Llyt＝β約一1+Vt・

(2 .18) 

(2 .19) 

17）推定する回帰式のモデルのタイプに応じて，適当な検定統計量が設定されなければならないことに注意しよう。すな
わち，定数項とトレンド項を含む式，定数項のみを含む式，定数項とトレンド項のどちらも含めない式では検定統計量

の式も異なってくる（この点に関する詳細な議論は， Hamilton(1994), Maddala and Kim (1998）等を参照せよ）。
18) (2 .16）において， qはtruncationlagを表している。本稿では， Neweyand West(l987）の基準に従ってtruncation
lagの値つまりラグ次数を決定した。その結果，全てのサンプル国の各モデ、ルについて次数3を選択することになった。
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以下，（2.17）式と（2.18）式をそれぞれモデルV，モデルVIと呼ぶことにしよう。ただし，モデ

ルV，モデルVIにおいて用いられる検定統計量は

手一盆主 (X2-io)T8s 
ρρ－ X 2fo8v (2. 20) 

および

., _ rohs (X2-ro) T88 

. - -
ipp- X 28v (2. 21) 

で与えられる。 19）本稿では，帰無仮説が有意水準1%で棄却された場合にのみそこで検定を終了

し，そうでなければ（たとえば帰無仮説が有意水準5%で棄却されたとしても）次のステップに進

むことにする。

3 データ

本稿の分析で用いられるデータの出所および詳細は次のとおりである。

近年，東アジア諸国の国民経済計算データについて統計制度の整備が進んできたとはいえ，依然デー

タの信頼性に欠ける点は否めない。したがって，香港，インドネシア，マレーシア，シンガポール，

韓国，台湾，タイについては，現在最も信頼できるデータと考えられるSummersand Heston (1991) 

のThePenn World Table (Mark 5.6）の一人当たり実質GDP(1985年基準）データを利用した0 20) 

サンプル期間は1950年から1992年の43年間である（ただし，一部の国について幾つかの欠落値あり）。

そして，各国の一人当たり経済成長率は通常の国民経済計算における定義式に従って算出した。

また，実証分析では現在により近い年まで含んだ、最新のデータを使う方が望ましい。このような観

点から，日本については統計制度が整備されておりデータが信頼できるものであると考えられるので，

The Penn World Table (Mark 5. 6）ではなく次のようなデータを用いた。まず，経済成長率に関し

ては，経済企画庁編（2000）の『国民経済計算年報』のデータを利用した（基準年は1990年）。また，

総人口については総務庁の『国勢調査報告』および『人口推計資料』のデータを利用し，先の一人当

たり経済成長率の場合と同様の方法で人口成長率を算出した。そして，経済成長率データと人口成長

率データの差をとることによって，日本の一人当たり経済成長率のデータを作成した。データのサン

プル期間は1957年から1999年の43年間である。 21)

以上のような方法で得た各国の一人当たり経済成長率データの推移を図示したものが図2である。

19）ここで，むは βの標準誤差を表している。

20) The Penn World Table (Mark 5.6）の変数リストにおける「RGDPTTJを指す。
21）ただし，香港，インドネシア，マレーシア，シンガポール，韓国，台湾，タイについては暦年（Calender Year）の
データであるのに対し，日本については年度（FiscalYear）データを用いた。
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4 検定結果

香港，インドネシア，日本，マレーシア，シンガポール，韓国，台湾，タイの一人当たり経済成長

率データに対してADF検定とpp検定を行った結果が表1に示されている。この結果から，各国の一人

当たり経済成長率データ（本節の以下の部分では成長率と略記する）に関して以下のような特徴が見

出される。

まず，香港，マレーシア，韓国，台湾，タイの成長率については明らかにトレンド定常過程に従う

ことがわかる。すなわち，これらの国の成長率は（外生的かつ非確率的な）トレンドの回りを定常的

に変動している。 22）他の明らかな結果として，インドネシアについては成長率が（ゼロもしくは正の通

時的に一定な）平均回りの定常過程に従うとみなせる。また，シンガポールについては成長率が平均

回りの定常過程と確定的トレンド回りの定常過程のどちらに従うか，ここでの検定結果のみから判断

するのは困難である。しかし，いずれにせよ成長率からは恒久的変化の生じた形跡がないことが言え

るので，ここでは単に定常な確率過程と表現しておこう。

ところで，香港，インドネシア，マレーシア，シンガポール，韓国，台湾，タイの 7ヵ国に関して

ADF検定とpp検定の結果は概ね整合的であったが，日本については両検定で異なる結果が得られた。

つまり， ADF検定では成長率が単位根を持つと判断されるのに対して， pp検定では成長率がトレンド

定常過程に従うと判断される。

以上の考察に基づいて表1のADF検定とpp検定の結果を総合的に解釈すると，各国の一人当たり

GDP成長率データの特徴は表2のようにまとめられる。

5 おわりに

本稿のこれまでの節で，東アジア地域の 8ヵ国一香港，インドネシア，日本，マレーシア，シンガ

ポール，韓国，台湾，タイーに対して内生的成長モデルの合意が現実のデータと整合的かどうかとい

うことを単位根検定（ADF検定とpp検定）によって検証してきた。結果として，一人当たり経済成長

率が恒久的変化を持つという単位根の仮説は，香港，インドネシア，マレーシア，シンガポール，韓

国，台湾，タイについていずれの検定方法によっても有意に棄却された。つまり，これらの7ヵ国の

データに対して内生的成長モデ、ルの適合性が支持されないことを確認した。先にも述べたように，近

年これらの国においては政府が積極的な役割を果たすことによって，一人当たり経済成長率にプラス

の影響を及ぼす要因（人的資本，総労働量等）は通時的な上昇を示してきた。したがって，こうした

背景のもとで内生的成長モデルの特徴が認められないということは，これらの国では人的資本等が技

術進歩を生み出す要素に至っていないことになり，むしろ人的資本を考慮したソロー・モデル（Man-

kiw, Romer, and Weil (1992）のモデル）によって近似される経済とみなせるであろう。また，この

22）より直感的に言えば，これらの国のデータからは，成長率と確定的トレンドの差についての発散的変動が生じた形跡
が観測されないということである。
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帰結により本稿の分析は「東アジア諸国の経済成長は物的資本と労働投入量のみの増加によってもた

らされたものであり，したがって新古典派成長モデルが示唆するようにこれらの地域の成長は早晩ス

トップする」というKrugman(1994), Young (1995）等の議論からさらに一歩進んで，人的資本を考

慮、しても彼らと同様の帰結が導かれるという新たな知見を得たことになる。

他方，日本については検定から明確な判断を下すことはできなかった。これは， Jones(1995）や北

坂（1997）において，一人当たり経済成長率が単位根を持つという仮説が有意に棄却されたのと異な

る帰結である。この点に関する理由としては次の二つが考えられる。まず，第ーにJones(1995）や北

坂（1997）では， 1980年代後半までのデータを用いていることから，本稿の検定結果とこれらとの相

違について，日本の90年代の不況（長期の低成長）が一つの大きな要因になっていると考えられる。

また，日本経済のデータを用いた実証分析において第一次石油危機が推定結果に強い影響を及ぽすこ

とがしばしば指摘されているo制したがって，第二の理由として石油危機のような構造変化の影響によ

り適切な検定結果を得られなかったことが考えられる。よって，石油危機を含めたサンプル期間で検

定を行う場合は，構造変化を考慮した単位根検定を行う必要があるかもしれない。

6 補 :A  
E岡

本節では， ADF検定で用いられる回帰式の導出過程を示す。

議論の直感的理解を考慮して，まず，撹乱項 Utが最も簡単なAR(l）モデル (1階の自己回帰過程）

に従って生成されるケースについて説明した後，一般的な AR(p）モデルのケースについて考えること

にしよう。また，検定に際して 3種類のモデルを用いるが，計算の手順はどれも同じであるから，簡

単化のため定数項とトレンド項のどちらも含めないモデルについて述べることにする。

いま，（2.1）式と同様の回帰式

Llyt＝ρYtー1+Ut,

において叫が定常なAR(l）モデル

Ut＝ゆUt-1＋εt, 1¢1<0, 

に従っているとしよう。ただ、し， εtは強ホワイト・ノイズである。

(6.2）を（6.1）に代入すると，

Llyt＝ρYt-1 + <PUt-1十εt・
ここで，（6.1）の両辺にゆをかけて， 1期ずらすと次式が得られる。

¢i1Ytー1二世ρYt-2十世Ut-1・

したがって，（6.3）から（6.4）を辺々 引くと，

Llyt -¢LlYt-1ニ ρYt-1十世Ut-1＋εt－¢ρ約一2-<PUt-1・
さらに，この式は次のように書き換えられる。

Llyt = ¢LlYt-1 ＋ρ（ytー1-<PYt-2）＋εt・

23）これに関しては，たとえば脇田（1995）を参照せよ。

(6 .1) 

(6.2) 

(6.3) 

(6.4) 

(6. 5) 

(6.6) 
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ここで，（6.6）の括弧内について

Yt-1 -9Yt-z＝約一1-¢Yt-2＋（伽t-i-¢Yt 1) 

=(1－ゆ）約一1十世ilYt-1・

したがって，（6.7）を（6.6）に代入して整理すると，

ilyt＝ゆilytー1＋ρ［（1 ¢）約一1+ ¢ilyt-1］十εt

(6. 7) 

＝ρ（1一世）約一1十世（1＋ρ）ilYt-1十εt・ (6.8) 

ここで，（6.8）において ρ（1－¢）をんゆ（1＋ρ）を Oで置き換えるとADF検定において用いられる回

帰式が得られる。

ilyt = flYt-1 + 8L1Yt-i + Et. 
次に，一般的ケースとして（6.1）における撹乱項仇が定常なAR(p）モデル

Ut＝ゆ1Ut-1十qJ2Ut-2＋…＋ゆρUt-P＋εt,

(6. 9) 

(6 .10) 

に従うケースを考える。このケースについても，先のAR(l）のケースと同様の手順で計算を行うと，

結果的に次式が得られることがわかる。

ilyt＝ρ（1－仇－¢2一…ーか）約一1十［¢1十ρ（仇＋仇＋…十件ρ）］ilytー1

+[¢2＋ρ（¢2十世3＋…十ゐ）］ilYt-2＋…＋［¢p(l＋ρ）]ilYtーρ＋凸． (6 .11) 

ここで，約一i, ilYt-i, ilyt 2，…， ilYt-Pの係数をそれぞれβ，。i,82，…， 8pで置き換えると次の

ようなADF検定において用いられる回帰式が得られる。

p 

ilyt= /3約一1+ ~ 8;L1Yt-i＋εt・ (6 .12) 
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図1 各国における25歳以上の人の平均的教育年数

香港 シンガポール

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 

インドネシア 韓国

12 

10 

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 

日本 台湾

6 

4 

1950 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 

マレーシア タイ

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 

出所） Barro and Lee (2000): Appendix Data Set. 

注）図の縦軸は25歳以上の人の平均的教育年数，横軸は年を表している。
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図2 各国の一人当たり経済成長率の推移

香港 シンガポール
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50 55 60 65 70 75 80 85 90 50 55 60 65 70 75 80 85 90 

インドネシア 韓国

0.20 0.15 
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0.10 
0.05 

0.05 

0.00 
0.00 

・0.05 -0.05 

-0.10十
50 55 60 65 70 75 80 85 90 50 55 60 65 70 75 80 85 90 

日本 台湾

:::rn 0.08 
1 V¥ Iい
0.041 ＼八（八l川

・0.02 V 
・0.04 I I I I I I I l ・0.04
60 65 70 75 80 85 90 95 50 55 6°0 65 70 75 80 85 90 

マレーシア タイ

0.20 0.15 

・:J ~ /¥AMハI:: 

50 55 60 65 70 75 80 85 90 5'0 55 6°0 65 70 75 0'0 8°5 9'0 

出所）第3節のデータ解説を参照せよ。

注）図の縦軸は経済成長率，横軸は年を表している。
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表1 一人当たり経済成長率に関する単位根検定

国 モデル検定方法定数項 トレンド項検定統計量

香港 ADF 3.889ホ＊ -0.989 -5.211牟＊＊

N pp 2.991本 -1.052 -5.111 *** 

インドネシア I ADF 0.221 0.753 -3.416* 

II ADF 2.222* -3.370** 

III ADF -2.382＊本

N pp 0.221 0.753 -3.418* 

V pp 2.222本 -3. 335** 

VI pp -2.249本＊

日本 I ADF 1.674 -1.647 -2.024 

II ADF 0.564 -1. 775 

III ADF -1.534 

N pp 3.940** -3.402** -4.512*** 

マレーシア I ADF 1.301 0.420 -4.913本＊ホ

N pp 0.773 0.571 -4.678*** 

シンガポール ADF 3.505** -2.665* -3.979村

II ADF 2.375ホ -2.583 

III ADF -o. 771 
N pp 0.923 -0.013 -3.210 

V pp 2.075 -3. 266** 

VI pp -2.274** 

韓国 ADF 0.955 1.899 -4. 708＊本＊

N pp 0.955 1.899 -4. 734*** 

台湾 ADF 2.499* 1.738 -3.737** 

II ADF 3.932＊村 -4.701＊＊本

N pp 2.209 1.724 -5.097ホ＊＊

タイ ADF 1.023 1.641 -5.947＊本＊

N pp 1.023 1.641 -5.942＊本本

注 i ）定数項， トレンド項の欄に示されている数字はt値である。

ラグ次数

4(A, S) 

3 

O(A, S) 

O(A, S) 

O(A, S) 

3 

3 

3 

9 
2(A) 

2(A, S) 

3 

l(A) 

3 

6(A) 

6 

7 

3 

3 

3 

O(A, S) 

3 

3 
O(A, S) 

3 

。
3 

ii）＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準10%, 5 %, 1 %で有意であることを示

す。

iii）ラグ次数の右側の括弧内において， Aは赤池の情報量基準が， Sはシュワルツ

の情報量基準が，それぞれ当該ラグ次数のもとで最小値をとることを表してい

る。

表2 検定結果の要約

国 サンプル期間一人当たり経済成長率データの特徴

香港 1962-1992 確定的トレンド回りの定常過程

インドネシア 1962-1992 一定の平均値回りの定常過程

日本 1958-1999 不明

マレーシア 1957-1992 確定的トレンド回りの定常過程

シンガポール 1962-1992 定常過程

韓国 1955-1991 確定的トレンド回りの定常過程

台湾 1953-1990 確定的トレンド回りの定常過程

タイ 1952-1992 確定的トレンド回りの定常過程

注）表のサンプル期間は，検定モデルで選択されたラグ次数のもとで

調整されたものである。

- 81 
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